Changes in Demand Forecasting Capability in the Supply Chain Management of Apparel Industry by 宮下 真一 & Miyashita Shinichi
衣料品産業のサプライチェーン・マネジメントにお
ける需要予測能力の変化
著者 宮下 真一
雑誌名 關西大學商學論集
巻 63
号 4
ページ 37-49
発行年 2019-03-10
その他のタイトル Changes in Demand Forecasting Capability in
the Supply Chain Management of Apparel
Industry
URL http://hdl.handle.net/10112/16587
37関西大学商学論集　第63巻第４号（2019年３月）
衣料品産業のサプライチェーン・マネジメントに
おける需要予測能力の変化
宮　下　真　一
Ⅰ．はじめに
　衣料品産業のサプライチェーン・マネジメントにおける在庫率変動の規定要因については，
情報，経路短縮化，市場成長率，生産寡占化，調達国際化（関西圏），販売店舗の分散化，海
上移出貨物，販売国際化（関西圏），生産拠点の集中化，海上移入貨物，という10変数の要因
が作用すると考えられている（図１を参照）。宮下（2018）による実証分析の結果，衣料品産
業においては，経路短縮化と生産拠点の集中化の２つの要因が在庫率の変動に作用しているこ
とが明らかになった。これら２つの要因が衣料品産業において作用した理由については，製造
企業と小売企業による物流情報システムの関係特定的資源が存在しており，これに関連する作
用が在庫率の変動に関わっていることが理由として挙げられる。
　しかし，在庫率に対して10変数の要因が作用する特定のケースについて，製造企業と小売企
業による物流情報システムの関係特定的資源が存在している場合と存在しない場合があるとい
う論理的な説明については，まだまだ不十分である。特に近年，サプライチェーン研究におい
て，物流情報システムにおいて企業間の関係特定的資源が存在しているという研究が欧米で相
次いで取り上げられており，宮下（2018）による研究の論理性を高めるうえでも，これらの研
究に言及することは必須の条件であると考えられる。
　そこで本稿では，10変数の要因のうちで，生産寡占化変数と在庫率の作用，および市場成長
図１　衣料品産業における在庫率・経路短縮化とその規定要因の関係
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率と在庫率の作用以外について，流通システムに起因する在庫率の問題と交通ネットワークに
起因する在庫率の問題に分けて議論を展開する。その際，先述の製造企業と小売企業による関
係特定的資源の議論がそれぞれの作用にどのように関わっているのか，あるいは関わっていな
いのかについて，論理的な主張を展開する。
Ⅱ．流通システムに起因する在庫率の問題
１．市場成長率と経路短縮化の関係
　流通産業の産業構造は一握りの支配的企業と多数の中小企業から構成され，長い右裾を持つ
歪んだ規模分布によって表現されている。この産業特性は同時に，各時期において他の企業か
ら大きく抜きんでた支配的企業を成立させるような市場領域，つまり覇権市場が存在してきた
ことも示している。覇権市場とは，潜在的顧客数が最大である市場領域，つまりセグメントと
しての大量市場の内で，巨大企業が支配する部分である。大量市場は欧米では「ビッグミドル」
と呼ばれている（田村 2008）。
　消費者は，良好なサービスや優良な顧客関係管理を維持してくれる，ビッグミドルの小売業
者に対して，高い忠誠心を持っている。しかし，より革新的なサービスと低価格の商品を提供
してくれる別の小売業者が出現すると，従来のビッグミドルを支配する小売業者は消費者から
の支持を失って衰退していく。米国市場の場合，従来は百貨店がビッグミドルを支配していた
が，1990年代になると専門店やウォルマートのような革新的な小売業がそれにとって代わった。
いずれの企業においても，ビッグミドルを支配するために必要である５つの要素（革新的な販
売方法，技術，SCM，価格の最適化および店舗のイメージ）を駆使して，市場を維持するこ
とに全力を挙げている（Levy et al．2005）。
　この市場領域は，大都市，地方都市，都心，郊外といった地理的領域，食品，衣料品，日用
雑貨といった商品カテゴリー，さらに上流，中流，下流といった顧客階層などの点から多元的
に特徴づけることができる。支配的企業はその業態・フォーマットによって，ビッグミドルを
創造し，また維持してきた。一般的に，ビッグミドルの絶対規模は成長しているので市場成長
率が高まれば最も影響を受けやすいが，流通市場の質的な構造特性は変化していないのである
（田村 2008）。
　このような市場成長率の高い小売企業はハブ企業として，市場戦略や取引先の選定に多大な
るパワーを発揮している。小売企業は単に直接取引している垂直的な企業だけではなくて，そ
れらの周辺に位置する直接取引のない水平的な企業関係も併せて管理している。全体のサプラ
イチェーンを包括的に管理していくことは，ハブ企業にとって重要な視点である（Whilhelm 
2011）。あわせて，小売企業が取引先を決定する際には，戦略的に原材料の評価を実施するこ
とや，関係の魅力性と資産価値を評価することによって，取引先を持続的に開拓し続けると同
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時にその関係を改良していくことが求められる（Park et al．2010）。
　小売企業が取引先を満足させるためにパワーの影響力を行使することは，相互の関係がより
強くなるとともに，サプライチェーンの業績を高めることができるという考え方がある。具体
的には，小売企業と取引先との間に，信頼やコミットメントなどの心理的な要因が生じること
によって，パートナーシップ関係が持続するのである。このような考え方にふさわしいパワー
には，仲介パワ （ーmediated power）と非媒介パワ （ーnon-mediated power）の２種類がある。
仲介パワーには，報酬，強圧性および正当な法的な考え方が含まれる。一方，非媒介パワーに
は，専門性や伝統的な法的な考え方があげられる。サプライチェーンにおいてパワー関係を構
築するためには，仲介パワーよりも非媒介パワーの方が積極的に行使されることが望ましいと
考えられている（Benton and Maloni 2005，Maloni and Benton 2000）。
　しかし，主要な企業は，非媒介パワーを認識していないケースがある。非媒介パワーは，サ
プライチェーンにおける小売企業と取引先との間に，時間が経過するにつれて自然に生じてく
るものであり，最初から備わっているわけではない。実際，国際化プロセスの早期の段階にお
いて，主要な企業は取引先から協力を得るために非媒介パワーではなく，報酬などの仲介パワ
ーを駆使して，取引先との関係を構築することになる。つまり，主要な企業が新興国で活動し
ていくために，仲介パワーと非媒介パワーが時間の経過とともにどのように蓄積されていくの
かという動態的なプロセスを検討する必要がある（Usui et al．2017）。
　ユニクロを事例として挙げると，国際化の早期の段階においては，大量の注文をする能力が
限られているので，非媒介パワーを取引先に提供することができなかった。実際，ユニクロは
財務的な資産や全体の取引量について，極めて小規模なものしか取引先に提供できなかったの
である。1990年代初期において，欧米の競争相手と比較すると，ユニクロは取引先に対して，
経済的な報酬パワーも十分に提供することができなかった。しかし，ユニクロは，店頭に置く
商品の種類や取引先業者の数を減らすことによって，それぞれの取引先に対して注文量を増加
させていったのである。その結果，取引先がユニクロの注文に対して必要な量を適切に生産す
ると，次の注文サイクルにおいてより大量の取引がユニクロから約束されることになった。こ
のような考え方は，取引先に対してユニクロが動態的な報酬パワーを集中させた結果，実現さ
れたものである（Usui et al．2017）。
２．情報と在庫率の関係
　企業間や企業と消費者の間が情報スーパーハイウェイで連結されるようになると，取引が行
われる時空間が圧搾されて，地域市場は情報流によって統合される。取引過程における探索の
量的効率化は，探索の地理的範囲が地球規模にまで拡大し，それに要する時間も飛躍的に短縮
化される。その結果，電子商取引が可能なネットワークが，単一の売手ではなく，多数の売手
に接続しており，かつ買手がいずれの売手とも取引できるとき，そこには電子市場が形成され
関西大学商学論集　第63巻第４号（2019年３月）40
る。電子市場では，多くの売手が同じ競争の土俵に引き入れられるので，激しい競争が行われ
る（Benjamin and Wigand 1995､ 田村 2001）。
　一方，企業間取引においては，複数商品の一括取引や一定期間にわたる商品供給などによっ
て，付帯サービス，物流，決済条件などの取引条件は複雑化する。このような履行作業の多く
は，定型的な反復業務であるので，取引過程のデジタル化の効果が最も発揮される領域である。
たとえば，商品の在庫量や流通システム各段階の在庫時間がEDIの導入によって減少すること
によって，SCM全体のプロセスの調和が図られる（Benjamin and Wigand 1995､ 田村 2001）。
　また，取引過程における探索と履行の間には，交渉段階がある。売手信頼性や品質情報の問
題が除去された場合，電子市場の交渉は極めて機械的になる。買手はどの売手が最も有利な取
引条件を提供しているのかを，その探索活動を通じて効率的に知ることができる。その結果，
顧客満足度の高い商品や高品質の商品，およびビジネス・リエンジニアリングのオペレーショ
ンを伴っている企業に焦点を当てたSCMが構築されることになる。（Benjamin and Wigand 
1995，田村 2001）。
　たとえば，ユニクロは取引先に対して，彼らの持続的な成長や競争優位を確立するために，
特有の知識や専門性を提供することによるパワーを行使している。主要な取引先の競争優位性
を改良することができれば，ローコストオペレーションに基づいた高い品質の製品を作ること
ができるので，ユニクロはグローバルな競争優位性を確立することができる。具体的には，ユ
ニクロは匠チームのような専門家を取引先に対して派遣することによって，非媒介パワーを得
ることができ，取引先の技術的な競争優位性を開拓できる（Usui et al．2017）。
　また，技術的なサポートは，取引先に対して専門的なパワーを供給できるだけではなく，経
済的な報酬パワーとの結びつきも強化することができる。経済的なパワーが取引先の競争優位
に寄与する理由は，ユニクロから大量の注文を繰り返しとることによって，生産技術や全体の
オペレーションの効率性を学習・改良する機会をより多く得ることができるからである。取引
先が高い競争力を得ることを認識できれば，取引に対する疑念や不確実性を取り除くことがで
き，サプライチェーンにおいて統合が促進されるとともに，関係性のガバナンス強化が図られ
る（Usui et al．2017）。
　つまり，情報の共有化とは，供給される情報の品質や明確性に関する問題が中心である。こ
れに対して，情報の可視性とは，サプライチェーンにおける在庫や需要水準に関する情報フロ
ーが中心議題となる。したがって，情報の共有化は，無形資産としてみなされるけれども，情
報の可視性は原材料や情報フローを捕まえる幅広い能力としてとらえられる。サプライチェー
ンに属する企業は，情報を共有してサプライチェーンのオペレーションの可視性を高めるため
に，それぞれの結びつきを強めようとする。これが実現できれば，需要のゆがみの否定的な影
響を減らすことによって，迅速なオペレーションの効率的な計画の実現や戦略的な価値を創造
することができるので，サプライチェーンの業績が大きく改善する（Brandon-Jones et al．
41衣料品産業のサプライチェーン・マネジメントにおける需要予測能力の変化（宮下）
2014）。
３．情報と経路短縮化の関係
　サプライチェーンにおける情報の共有化や経路短縮化は，従来から流通空間に関する境界の
問題として取り上げられており，主要な企業組織がこのような流通空間をどのように支配する
のかについて考える必要がある。情報の共有化は，情報の流れに焦点を当てた組織の資源とし
てみなされる傾向にあるけれども，情報の正確性や品質の問題はむしろ，サプライチェーン内
の企業に製品を効率的に配送できるかどうかにかかっている。それゆえ，無形資産である情報
の共有化は，有形資産である情報インフラに依存するとともに，経路短縮化の実現が望まれる。
経路短縮化は，効率的な情報共有を可能にする技術的な資源の実例であり，サプライチェーン
内の主要企業が組織能力を高めて意思決定を成功させることによって，サプライチェーンに属
する企業の統合・調和をより高める結果がもたらされる（Brandon-Jones et al．2014）。
　たとえば，ユニクロについて取り上げると，新興国において関係性のガバナンスやパートナ
ー関係の柔軟性を高い水準で維持することによって，利益を得ている。具体的には，パートナ
ー関係を高い水準で維持するために，ユニクロは取引先に対して全生産量の50％以内をユニク
ロ向けとして取り扱うようにしており，一定の緊張関係をそれぞれが維持している。ユニクロ
向け生産を行っている主要な取引先については，技術的な情報を積極的に供与して投資を行う
ことによって，ユニクロとの間で高い水準の関係特定的資源が形成されるので，製造技術に伴
う競争優位を失う心配はないと考えられている。しかし，取引先の入れ替えは行われており，
2012年段階で70社の取引先があるのに対して，全体の10-20％は過去５-10年で変更されており，
主要な取引先と潜在的な取引先との間で競争が行われている現状がある（Usui et al．2017）。
　このように，小売業におけるビジネスモデル・イノベーションは，製品イノベーションやプ
ロセス・イノベーションよりも高い利益をもたらすと考えられている。持続的に新しい技術を
取り入れて，新しい消費者ニーズを把握し続けるとともに，組織の柔軟性を持たせることによ
って，隔絶された様々なオペレーションを１つのビジネスモデルとして確立したザラも，ユニ
クロと同様に，好業績を達成している（Zott and Amit 2010，Sorescu et al．2011）。
４．経路短縮化と在庫率の関係
　企業のビッグデータ特有の資源を統合する能力は，需要予測能力として定義されている。資
源ベース理論を用いると，需要予測能力としては図２の通り，有形資源，人的資源および無形
資源を挙げることができる（Gupta and George 2016）。
　このうち，有形資源は，資金，建物，ITインフラ，ネットワーク，データソースなどである。
これらについては，需要予測能力の基盤を確立するうえで必要とされるけれども，それ自体が
サプライチェーンにとって競争優位を生み出すわけではない。需要予測能力を高めるために十
関西大学商学論集　第63巻第４号（2019年３月）42
分な時間をかけることが必要になり，単に有形資源に投資を行うだけではそれを達成すること
はできないのである（Gupta and George 2016，Jeble et al．2018）。
　また，人的資源については，従業員の経験，知識，問題解決能力，リーダーシップの質，他
人との関係性などが関連するけれども，２つに分けると，技術的スキルと意思決定スキルの２
つを挙げることができる。技術的スキルについては，統計分析や機械学習におけるスキルや知
識，ビジネス問題を理解する洞察力，研究問題に対して核心に迫る能力などが含まれる。そして，
意思決定スキルについては，分析プロジェクトを率いるマネージャーにとって，共通の目標を
持つチームメンバーを束ねながら，正しい技術をチームに浸透させて良いコミュニケーション
と良好な関係の確立を目指すことが重要である（Gupta and George 2016，Jeble et al．2018）。
　以上のような考え方に基づくと，先述の「情報と在庫率の関係」の中には人的資源の技術的
スキルが，また，「情報と経路短縮化の関係」の中には人的資源における意思決定スキルが，
それぞれ，サプライチェーンにおける需要予測能力の関係特定的資源として作用していると考
えることができる。あわせて，無形資産については組織文化や組織学習があげられているけれ
ども，この点については，本節の「経路短縮化と在庫率の関係」において，サプライチェーン
における需要予測能力の関係特定的資源として作用している状況を以下で検討する。
　資源ベース理論によるサプライチェーンの発展を考えるにあたり，企業が価値のある希少な
資源を持つことは必要であるけれども，競争優位を達成するためにはそれだけでは十分ではな
い。加えて，資源は組織によって必要とされる能力を束ねる必要があるとともに，これらの能
力は価値を創造するために，効率的に利用されなければならない（Brandon-Jones et al．
2014）。政治・経済・社会・技術・法律などの外部環境が変化していく中で，組織の構成員は
知識を更新して，新しい知識を開拓する必要がある。持続的に組織内学習を進めることの重要
性は，多くの競争優位を持つ企業において実践されている。外部環境の変化に翻弄されずに持
図２　関係特定的資源を伴う需要予測能力の規定要因
＜出典＞Gupta and George（2016） p.1051を一部修正
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続的に競争優位を維持していくためには，組織文化と組織学習が企業において必要であり，こ
れらはサプライチェーンの需要予測能力を高める重要な無形資産であると考えられている
（Jeble et al．2018）。
　たとえば，サプライチェーンの可視性は，サプライチェーンにおいて問題が発生した時の回
復力を高めることが期待されている。サプライチェーンに属している企業は潜在的なリスクを
事前に確認することができるので，問題が発生する前に行動を起こすことができる。具体的に
は，サプライチェーンの組織内で情報を共有することができれば，特定の港湾や国家に貨物を
集中させるのではなくて，異なる港湾や国家に在庫を分散させることができる。また，ザラは，
需要情報を可視化することによって，生産計画や在庫管理をダイナミックに調整している
（Brandon-Jones et al．2014）。このような調整をサプライチェーンに属する主要な企業がどの
ように行うのかについては，前述の企業内における組織文化や組織学習の考え方が影響すると
考えられる。
Ⅲ．交通ネットワークに起因する在庫率の問題
　持続可能なサプライチェーンのパフォーマンスを評価する尺度として，経済的・環境的・社
会的という３つの尺度が存在する。まず，経済的な尺度とは，資産を財務的に評価する考え方
である。次に，社会的な尺度とは，企業が人的資源を維持するために必要な，健康・知識・ス
キル・労働力に関する問題をどのように管理するのかという視点である。さらに，環境的な尺
度とは，再生可能な資源あるいはそうではない資源をどのように使っているかなどを評価する
捉え方である（Koh et al．2016）。
　ただし，これらの尺度を総合的に考慮すると，持続可能なサプライチェーンを評価するとき
の主要な問題は，リーダーシップ，法的順守，取引先および顧客関係管理，労働者への投資，
および品質管理などが適切に行われているのかということに集約することができる。　つまり，
図３のように，需要予測能力を規定する関係特定的資源として挙げられている，有形資源・技
術的スキル・意思決定スキル・組織学習・組織文化という５つの要因が，持続可能なサプライ
チェーンを評価するときの主要な要因として主張できるのである（Jeble et al．2018）。
　あわせて，図３においては，生産供給能力の複雑性が，環境的・社会的・経済的な評価に影
響を与えるという構図で図示されている。大規模な製造企業や小売企業は，原材料生産をグロ
ーバルに展開している。彼らは，ロジスティクスの目的に応じて，海上輸送，航空輸送，およ
び陸上輸送を使い分けている。仮に，海上輸送で商品を大量に運ぶことができれば，企業にと
ってコストや品質の面で有利になるケースもある。しかし，生産拠点と販売店舗の距離，地理
的位置などは離れているので，取引先の数や配送リードタイムの問題がサプライチェーンの持
続可能性に大きく影響する。サプライチェーン内の不確実性を減らすためには，需要，在庫，
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および配送位置の情報をリアルタイムに可視化する必要がある（Jeble et al．2018）。
　たとえば，サプライチェーンにおける配送を航空輸送で行うと，経済的な評価が上昇する可
能性がある。あるいは，海上輸送を中心に配送を行えば，経済的評価がマイナス評価に陥る場
合もあると考えられる。Jeble et al．（2018）の実証分析においては，生産供給能力の複雑性
が経済的評価に全く影響を与えていなかったので，この点については判断ができない。しかし，
製造企業と小売企業による関係特定的資源として位置付けられる５つの要因を含むサプライチ
ェーンの需要予測能力は，経済的評価をはじめとして，社会的評価並びに環境的評価にも影響
を及ぼしていることが明らかになっている。したがって，Jeble et al．（2018）の実証研究は，
流通と交通の連携を含む，製造企業と小売企業の関係特定的資源の作用を考慮したモデルであ
ったけれども，持続可能なサプライチェーンの構築に流通の側面が強く関わっていることを明
らかにした研究であったといえる。
　そこでまず，サプライチェーンにおける輸送機関手段の選択要因に関連する，「国際化と在
庫率の関係」について論じる。次に，製造業者と小売業者の関係特定的資源として挙げられて
いる有形資源については，サプライチェーンの国際化を進めていくうえで生産拠点と販売店舗
の集約化の問題を関連付けて，以下で主張を展開する。
１．国際化と在庫率の関係
　近年，港湾ターミナルのロジスティクスについて，新しい意味付けが付与されるようになっ
た。港湾ターミナルの機能変化は，海上輸送のオペレーションと陸上輸送のオペレーションに
おける連携不足や低生産性を改善するものになっている。港湾ターミナルは，生産と流通の垂
図３　流通と交通の連携、および関係特定的資源を伴う需要予測能力の作用
＜出典＞Jebel et. al.（2018） 図１を一部修正
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直統合が進んだ結果，SCMの非効率性を吸収する緩衝帯になっている（Rodrigue and 
Notteboom 2009）。
　港湾ターミナルの概念は，SCMにおけるロケーションを通じてその役割の変化をとらえる
ことができる。まず，ボトルネックのターミナル機能については，港湾ターミナルが従来から
SCMにおける遅配や能力の限界を生じさせる根源であることを意味している。次に，倉庫型
のターミナル機能については，陸上の物流拠点における商品の在庫量を減らすために，港湾タ
ーミナル自身が陸上の物流拠点に代わる在庫機能を取り入れることによって，SCMの改善に
取り組むものである。特に，大規模な港湾ターミナルについては，様々な地域からのゲートウ
ェイの役割を有しているので，倉庫型ターミナルの機能構築が急がれる（Rodrigue and 
Notteboom 2009）。
　しかし，港湾ターミナル機能のボトルネック型および倉庫型いずれについても，多くの在庫
を有することが前提である。それは，基本的に海上輸送における商品の陸揚げ回数が限られて
いるので，それと連携する陸上輸送においては大量輸送である投機型の在庫形成が前提となっ
ているからである。
２．国際化と生産拠点・販売店舗の関係
　グローバル企業が生産拠点・販売店舗を決定する要因は，様々な要素が考えられる。たとえ
ば，重要な市場や顧客，サプライヤーなどがどこに位置しているのかによって影響を受けるで
あろう。また，原材料，エネルギー，資金，熟練労働者などへのアクセスが容易であることが
望まれる。さらに，国家の政策などに関連して，貿易障壁や為替レート，言語・文化・政策の
遂行状況，インフラの発展なども関連してくるであろう（Dimitrov 2012）。
　このように，グローバル企業が生産拠点・販売店舗を決定するうえで重要となるコストと質
の観点からは，本国の国内状況よりも国際的な要因に大きく影響を受けるのが常である。また，
グローバル企業の方が国内企業よりも，国内の生産拠点・販売店舗の配置について国際的な要
因の影響を受けやすくなる（Dimitrov 2012）。したがって，国内で取引するよりも，グローバ
ルに取引する方が距離的にも時間的にも商品の物流に制約ができるので，それらを解決するた
めには港湾の近辺に集中的に生産拠点・販売店舗を設けることが望ましいと考えられる。
　実際，港湾周辺地域の発展段階として，Notteboom and Rodrigue（2005）は上記の理由から，
初期の段階では港湾近辺において生産拠点・販売店舗が集中化するけれども，それはロジステ
ィクス機能の観点からは必ずしも効率的なものではないと主張している。ロジスティクス機能
の効率性は，その後に生じる港湾都市機能の発展によって生産拠点・販売店舗の効率的な配置
が進んだ段階で達成されるのである。
　これに関連して，Notteboom and Rodrigue（2007）では，港湾後背地の発展段階として，「マ
クロ経済段階」，「物的段階」および「ロジスティクス段階」の３つを挙げている。
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　「マクロ経済段階」では生産システムと流通システムの効率化が主要な内容であり，例えば
物流拠点を設置する場合に，製造業者と小売業者においてそれが「関係特定的資源」と位置付
けられるケースも当てはまるであろう。
　それが「物流段階」になると，輸送機関の効率性が主要な議論となり，例えば港湾と生産拠
点・販売店舗の物流網を高速道路やトラック輸送などを通じてどのように効率化していくのか
という議論が重要になる。この内容については，宮下（2012）で取り上げた，ロッテルダム港
や釜山港の議論が参考になると考えられる。
　さらに，「ロジスティクス」段階になると，インフラ全体の効率的な配置を含めた付加価値
を提供できる物流網の構築が主要な議題となる。関連する内容としては，宮下（2013）で取り
上げた，関西圏におけるポート・オーソリティの議論が重要になる。たとえば，海外において
は，インフラ運営会社が空港・港湾・鉄道・道路の一体運営を行っているケースがある。その
ような場合は，「物流段階」で取り上げた港湾からの生産拠点・販売店舗までの物流網だけで
なく，航空貨物を含めた空港からの物流網，あるいは鉄道貨物の物流網を含めた，全体の生産
システム・流通システム・交通ネットワークにおける最適な解を考慮したSCMが決定される
のである。このような段階に到達すれば，生産拠点・販売店舗の集中化はロジスティクスの効
率性を伴った新たな段階に到達すると考えられる。
Ⅳ．おわりに
　本稿は，衣料品産業におけるサプライチェーン・マネジメントについて，物流情報システム
における製造企業と小売企業の関係特定的資源を伴う作用と伴わない作用を，流通システムと
交通ネットワークの観点から検討を行った（図４を参照）。
　まず，市場成長率と経路短縮化の作用については，小売企業が取引先に対して経済的な報酬
によるパワーを行使することが明らかになったけれども，この段階ではまだそれが製造企業と
小売企業による関係特定的資源という段階ではない。
　それが情報と在庫率の作用になると，Gupta and George（2016），Jeble et al．（2018）で明
らかになった，需要予測能力を規定する人的資源の技術的スキルが作用することによって，製
造企業と小売企業の間で関係特定的資源が形成されることになり，ユニクロの場合，それが匠
チームなどと関連していることを本稿で主張した。
　また，情報化と経路短縮化の作用においては，人的資源における技術的スキルだけではなく，
Gupta and George（2016），Jeble et al．（2018）で指摘された意思決定スキルも，製造企業と
小売企業との間で関係特定的資源として形成されることになる。具体的には，ユニクロの場合，
高度な関係性を保てる取引先のみに経路を限定する意思決定を小売企業が行うことによって，
経路短縮化を進めていると考えることができる。
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図４　衣料品産業における在庫率・経路短縮化とその規定要因の関係(修正版)
　そして，経路短縮化と在庫率の作用になると，サプライチェーンにおいて潜在的なリスクが
発生した時に小売企業が問題解決を行うにあたり，Gupta and George（2016），Jeble et al．
（2018）で検討された，無形資源における組織学習や組織文化の考え方が取引先との関係特定
的資源として有効になると考えられる。この無形資源に関連する考え方としては，需要情報に
基づいて生産計画を適切に変更することが求められる。たとえば，交通インフラ間で適切に在
庫を分散させることや，小売企業がSPAなどで商品開発を進めることは，企業と取引先が長年
にわたって形成されてきた，組織学習や組織文化による意思決定が重要になると考えられる。
　最後に，交通ネットワークの観点から，Gupta and George（2016），Jeble et al．（2018）で
説明された有形資源については，国際化と生産拠点の集中化・販売店舗の集中化による空間次
元の作用において，製造企業と小売企業による関係特定的資源として位置付けられていると本
稿は主張している。また，Jeble et al．（2018）によれば，生産供給能力の複雑性が持続的なサ
プライチェーンの経済的評価に影響を与えるモデルを提示しているけれども，図３のとおり，
それが製造企業と小売企業による関係特定的資源として位置付けられていない。この点につい
ては，前述したように，サプライチェーンの輸送機関選択モデルの意思決定と関連しているの
で，宮下（2018）による，国際化と在庫率の作用に関連付けることができる。したがって，サ
プライチェーンの輸送機関選択モデルは，製造企業と小売企業による関係特定的資源と関係が
ないことが本稿で明らかになったと主張できる。
　このように，衣料品産業におけるサプライチェーン・マネジメントの需要予測能力は，製造
企業と小売企業による関係特定的資源を伴う作用と伴わない作用が存在している。このうち，
Jeble et al．（2018）の研究でも主張されていたが，流通システムに起因する在庫率の作用がサ
プライチェーン・マネジメントの需要予測能力を規定しているケースが多く，交通ネットワー
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ク（輸送機関選択）に起因する在庫率の作用はそれほど重要ではないのが現状である。宮下
（2018）の分析でもこの点は踏襲されているので，サプライチェーン研究において，流通と交
通の連携がさらに進化していくことが今後求められると考えられる。
［付記］本稿の作成に当たり，田村正紀先生（神戸大学名誉教授），高嶋克義先生（神戸大学
大学院経営学研究科教授）から貴重なコメントを頂きました。ここに記して感謝申し上げます。
なお，ありうるべき誤謬はすべて筆者の責に帰するものです。
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